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尼崎市介護予防・日常生活支援総合事業実施要綱

（趣旨）

第１条 この要綱は、介護保険法（平成９年法律第１２３号。以下「法」という。）第１１５条の

４５第１項に規定する介護予防・日常生活支援総合事業（以下「総合事業」という。）の実施に

関し、法及び介護保険法施行規則（平成１１年厚生省令第３６号。以下「施行規則」という。）

に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。

（定義）

第２条 この要綱において使用する用語は、法、施行規則及び介護予防・日常生活支援総合事業

の適切かつ有効な実施を図るための指針（平成２７年厚生労働省告示第１９６号。以下「実施

指針」という。）において使用する用語の例による。

（事業内容） 

第３条 総合事業における事業の構成は、次表のとおりとする。 

第一号事業（法第１１５条の４５第１項第１号に基づく事業）

訪問型サービス（第一号訪問事業）

専門型訪問サービス（施行規則第１４０条の６３の６第１号イに規定する旧介護予

防訪問介護に相当するサービス）

共生型専門型訪問サービス（指定居宅介護事業者（障害者の日常生活及び社会生活

を総合的に支援するための法律に基づく指定障害福祉サービスの事業等の人員、設

備及び運営に関する基準（平成１８年厚生労働省令第１７１号。以下「指定障害福

祉サービス等基準」という。）第５条第１項に規定する指定居宅介護事業者をいう。

以下同じ。）及び重度訪問介護（障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援す

るための法律（平成１７年法律第１２３号。以下「障害者総合支援法」という。）第

５条第３項に規定する重度訪問介護をいう。以下同じ。）に係る指定障害福祉サー

ビス（障害者総合支援法第２９条第１項に規定する指定障害福祉サービスをいう。

以下同じ。）の事業を行う者が行う専門型訪問サービス）

標準型訪問サービス（実施指針第２の４（１）に規定する主に雇用されている労働

者により提供される旧介護予防訪問介護に係る基準よりも緩和した基準によるサ

ービス（訪問型サービスＡ））

共生型標準型訪問サービス（指定居宅介護事業者及び重度訪問介護に係

る指定障害福祉サービスの事業を行う者が行う標準型訪問サービ

ス）

訪問型支え合い活動（実施指針第２の４（１）に規定する有償・無償のボランティ

ア等により提供される、住民主体による支援（訪問型サービスＢ））

通所型サービス（第一号通所事業）

介護予防型通所サービス（施行規則第１４０条の６３の６第１号イに規定する旧介

護予防通所介護に相当するサービス）

共生型介護予防型通所サービス（指定生活介護事業者（指定障害福祉サ

ービス等基準第７８条第１項に規定する指定生活介護事業者をい

う。以下同じ。）、指定自立訓練（機能訓練）事業者（指定障害福祉

サービス等基準第１５６条第１項に規定する指定自立訓練（機能

訓練）事業者をいう。以下同じ。）、指定自立訓練（生活訓練）事業
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者（指定障害福祉サービス等基準第１６６条第１項に規定する指

定自立訓練（生活訓練）事業者をいう。以下同じ。）、指定児童発達

支援事業者（児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号。）に基づく

指定通所支援の事業等の人員、設備及び運営に関する基準（平成

２４年厚生労働省令第１５号。以下「指定通所支援基準」という。）

第５条第１項に規定する指定児童発達支援事業者をいい、主とし

て重症心身障害児（児童福祉法第７条第２項に規定する重症心身

障害児をいう。以下同じ。）を通わせる事業所において指定児童発

達支援（指定通所支援基準第４条に規定する指定児童発達支援を

いう。以下同じ。）を提供する事業者を除く。以下同じ。）及び指定

放課後等デイサービス事業者（指定通所支援基準第６６条第１項

に規定する指定放課後等デイサービス事業者をいい、主として重

症心身障害児を通わせる事業所において指定放課後等デイサービ

ス（指定通所支援基準第６５条に規定する指定放課後等デイサー

ビスをいう。以下同じ。）を提供する事業者を除く。以下同じ。）が

行う介護予防型通所サービス）

その他の生活支援サービス（第一号生活支援事業）

介護予防ケアマネジメント（第一号介護予防支援事業）

一般介護予防事業（法第１１５条の４５第１項第２号に基づく事業）

介護予防把握事業

介護予防普及啓発事業

地域介護予防活動支援事業

一般介護予防事業評価事業

地域リハビリテーション活動支援事業

（第一号事業の対象者） 

第４条 第一号事業の対象者は、施行規則第１４０条の６２の４の規定に基づき次の各号のいず

れかに該当する者とする。 

(1) 居宅要支援被保険者 

(2) 第１号被保険者であって、厚生労働大臣が定める基準（平成２７年厚生労働省告示第１９

７号）に掲げる様式第１（以下「基本チェックリスト」という。）の記入内容が同基準様式第

２号に掲げるいずれかの基準に該当した者（以下「事業対象者」という。） 

２ 前項に定める第一号事業（ただし、訪問型支え合い活動を除く）の対象者に該当するための

手続きを行おうとする被保険者は、法第１９条に規定する市の認定を受けなければならない。 

３ 次の各号に該当する場合は、前項に規定する手続きを経ずして基本チェックリストを実施す

ることができる。 

(1)  法第１９条に規定する市の認定を受けることができない特別の事情があると認められる

とき 

(2)  訪問型支え合い活動を利用し、同活動以外の第一号事業を利用しないとき

（第一号事業支給費の支給） 

第５条 市長は、居宅要支援被保険者及び事業対象者（以下「居宅要支援被保険者等」という。）

が、指定事業者が提供する第一号訪問事業のうち専門型訪問サービス（共生型専門型訪問サー

ビスを含む。以下同じ。）及び標準型訪問サービス（共生型標準型訪問サービスを含む。以下同
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じ。）並びに第一号通所事業（以下「指定第一号事業」という。）を受ける場合、当該居宅要支援

被保険者等が第一号介護予防支援事業を受けることにつきあらかじめ市長に届け出ている場合

であって、当該指定第一号事業が当該第一号介護予防支援事業に係る介護予防サービス計画又

は施行規則第１４０条の６２の５第１項第１号に規定する第一号介護予防支援事業による支援

により居宅要支援被保険者等ごとに作成される計画の対象となっているときに指定第一号事業

に係る第一号事業支給費（以下「指定第一号事業支給費」という。）を支給する。 

２ 法第１１５条の４５の３第２項の規定による第一号事業支給費の額は、次に掲げる事業に応

じ、当該各号に掲げる額とする。

(1) 指定第一号事業 第３項及び第４項の規定により算定した費用の額の１００分の９０（介
護保険法施行令（平成１０年政令第４１２号。以下「政令」という。）第２９条の２第１項の

規定による所得の額が同条第２項に規定する額以上の居宅要支援被保険者等にあっては、１

００分の８０とし、同条第４項の規定による所得の額が同条第５項に規定する額以上の居宅

要支援被保険者等にあっては、１００分の７０）に相当する額

(2) 第一号介護予防支援事業 第３項及び第４項の規定により算定した費用の額の１００分

の１００に相当する額 

(3) 訪問型支え合い活動 市長が別に定める額 

３ 前項第１号及び第２号に係る第一号事業支給費について、施行規則第１４０条の６３の２第

１項第１号イ及びロ又は施行規則第１４０条の６３の２第１項第３号イの規定により市長が定

める第一号事業に要する費用の額は、別表第１に掲げる１単位の単価に市長が別に定める単位

数を乗じて算定するものとする。 

４ 前項の規定により算定した場合において、当該額に１円未満の端数があるときは、その端数

の金額は切り捨てて計算するものとする。 

（第一号事業支給費の額の特例） 

第６条 市長は、指定第一号事業の利用者が、災害その他特別な事情があることにより第９条第

１項に規定する利用料を負担することが困難であると認めるときは、居宅要支援被保険者等の

申請により、指定第一号事業支給費の額の特例を決定することができる。 

２ 指定第一号事業支給費の額の特例に関する基準及び手続きは、市長が別に定める「尼崎市介

護保険居宅介護サービス費等の額の特例に関する取扱要綱」の規定を準用する。 

３ 法第６０条に規定する介護予防サービス費等の額の特例を受けている居宅要支援被保険者等

は、指定第一号事業支給費の額の特例を決定されたものとみなす。 

（第一号事業支給費の支給限度額） 

第７条 居宅要支援被保険者が総合事業を利用する場合の支給限度額は、要支援状態区分に応じ、

法第５５条第２項の規定に基づき厚生労働大臣が定めるところにより算定した額の１００分の

９０に相当する額とする。ただし、居宅要支援被保険者が法第５２条に規定する予防給付を利

用している場合は、総合事業及び予防給付の限度額を一体的に算定するものとする。 

２ 事業対象者の支給限度額は、要支援認定により要支援１と認定された者に係る介護予防サー

ビス費等区分支給限度基準額に相当する額とする。 

３ 法第５９条の２第１項に規定する政令で定める額以上である居宅要支援被保険者等にあって

は、前２項中「１００分の９０」とあるのは「１００分の８０」とする。 

４ 法第５９条の２第２項に規定する同条第１項に規定する政令で定める額を超える政令で定め

る額以上である居宅要支援被保険者等にあっては、第１項及び第２項中「１００分の９０」と

あるのは「１００分の７０」とする。 

５ 支給限度額の算入対象となるサービスは、指定第一号事業とする。 

（利用料等） 

第８条 指定第一号事業の利用者は、当該サービスに係るサービス費から第５条第２項の規定に
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より支給される指定第一号事業支給費の額を控除した額を利用料として、当該サービスを提供

した指定事業者に直接支払うものとする。 

２ 総合事業の実施に伴い、食費、原材料費等の実費が生じたときは、当該実費は利用者の負担

とし、利用者が総合事業を実施する機関に直接支払うものとする。 

３ 指定第一号事業の指定事業者は、指定第一号事業及びその他のサービスの提供に要した費用

につき、その支払いを受ける際、当該支払をした居宅要支援被保険者等に対し、当該指定第一

号事業について居宅要支援被保険者等から支払を受けた費用の額のうち、第５条第２項第１号

に指定する額を第５条第３項及び第４項で定める基準により算定した費用の額（その額が現に

当該指定第一号事業に要した費用の額を超えるときは、現に当該指定第一号事業に要した費用

の額とする。）、食事の提供に要した費用の額及びその他の費用の額を区分して記載するととも

に、それぞれ個別の費用ごとに区分して記載した領収書を交付しなければならない。 

（高額介護予防サービス費相当事業費の支給） 

第９条 市長は、指定第一号事業の利用に係る利用者負担額が著しく高額であるときは、当該被

保険者に対し、法第６１条に規定する高額介護予防サービス費に相当する事業費を支給するこ

とができる。 

２ 前項の規定による事業費の支給にあたっては、法第６１条、政令第２９条の２の２及び附則

第２２条に定める規定を準用する。この場合において、これらの規定中「介護予防サービス」

とあるのは「指定第一号事業」と、「介護予防サービス費」とあるのは「指定第一号事業支給費」

と、「高額介護予防サービス費」とあるのは「高額介護予防サービス費相当事業費」と読み替え

るものとする。 

（高額医療合算介護予防サービス費相当事業費の支給） 

第１０条 市長は、指定第一号事業の利用に係る利用者負担額その他の医療保険各法に係る利用

者負担額等の合計額が著しく高額であるときは、法第６１条の２に規定する高額医療合算介護

予防サービス費に相当する事業費を支給することができる。 

２ 前項の規定による事業費の支給にあたっては、法第６１条の２及び政令第２９条の３に定め

る規定を準用する。この場合において、これらの規定中「介護予防サービス」とあるのは「指

定第一号事業」と、「介護予防サービス費」とあるのは「指定第一号事業支給費」と、「高額医療

合算介護予防サービス費」とあるのは「高額医療合算介護予防サービス費相当事業費」と読み

替えるものとする。 

（第一号事業支給費の審査及び支払） 

第１１条 市長は、指定第一号事業支給費（但し、共生型専門型訪問サービス、共生型標準型訪

問サービス及び共生型介護予防型通所サービスに係るものを除く。）及び第一号介護予防支援事

業費に係る審査及び支払に関する事務を、法第１１５条の４５の３第６項の規定により兵庫県

国民健康保険団体連合会に委託して行う。 

（指定事業者の指定） 

第１２条 法第１１５条の４５の３第１項の指定（以下「指定」という。）の申請は、指定第一号

事業を行う者が、法第１１５条の４５の５第１項の規定に基づき申請書及び必要に応じて定め

る添付書類を、市長に提出することにより行わなければならない。なお、指定の申請に関し必

要な事項は市長が別に定める。 

２ 市長は、第１項の指定の申請があった場合において、次の各号のいずれかに該当する場合は、

指定をしないこととする。 

(1) 申請者が、法人でないとき。 

(2) 申請者が、第１４条に規定する基準等に従って適正な指定第一号事業の運営をすることが

できないと認められるとき。 
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(3) 申請者が、法その他国民の保健医療若しくは福祉に関する法律で政令で定めるものの規定

により罰金の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなるまでの者

であるとき。 

(4) 申請者が、労働に関する法律の規定であって政令で定めるものにより罰金の刑に処せられ、

その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなるまでの者であるとき。 

(5) 申請者が、法第７１条第２項第５号の３に規定する保険料等について、当該申請をした日

の前日までに、納付義務を定めた法律の規定に基づく滞納処分を受け、かつ、当該処分を受

けた日から正当な理由なく３月以上の期間にわたり、当該処分を受けた日以降に納期限の到

来した保険料等の全てを引き続き滞納している者であるとき。 

(6) 申請者が、法第１１５条の４５の９の規定により指定を取り消され、その取消しの日から

起算して５年を経過しない者であるとき。 

(7) 申請者と密接な関係を有する者が、法第１１５条の４５の９の規定により指定を取り消さ

れ、その取消しの日から起算して５年を経過していないとき。 

(8) 申請者が、法第１１５条の４５の９の規定による指定の取消しの処分に係る行政手続法第

１５条の規定による通知があった日から当該処分をする日又は処分をしないことを決定する

日までの間に第１５条第２項の規定による事業の廃止の届出をした者(当該事業の廃止につ

いて相当の理由がある者を除く。)で、当該届出の日から起算して５年を経過しないものであ

るとき。 

(9) 申請者が、法第１１５条の４５の７第１項の規定による検査が行われた日から聴聞決定予

定日(当該検査の結果に基づき法第１１５条の４５の９の規定による指定の取消しの処分に

係る聴聞を行うか否かの決定をすることが見込まれる日として市長が当該申請者に当該検査

が行われた日（以下この号において「検査日」という。）から１０日以内に、検査日から起算

して６０日以内の特定の日を通知した場合における当該特定の日をいう。)までの間に第１５

条第２項の規定による事業の廃止の届出をした者(当該事業の廃止について相当の理由があ

る者を除く。)で、当該届出の日から起算して５年を経過しないものであるとき。 

(10) 前号に規定する期間内に第１５条第２項の規定による事業の廃止の届出があった場合に

おいて、申請者が、同号の通知の日前６０日以内に当該届出に係る法人(当該事業の廃止につ

いて相当の理由がある法人を除く。)の役員等で、当該届出の日から起算して５年を経過しな

いものであるとき。 

(11) 申請者が、指定の申請前５年以内に居宅サービス等に関し不正又は著しく不当な行為を

した者であるとき。 

(12) 申請者の役員等が、禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けるこ

とがなくなるまでの者、第３号から第６号まで又は第９号から前号までのいずれかに該当す

る者であるとき。 

(13) 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号。以下「暴力

団対策法」という。）第２条第６号に規定する暴力団員及び尼崎市暴力団排除条例（平成２

５年尼崎市条例第１３号）第２条第４号に規定する暴力団密接関係者（以下「暴力団員等」

という。）であるとき。 

３ 市長は、第１項の規定による指定の申請を受けたときは、法第１１５条の４５の５第２項の

規定に基づきその内容を審査し、指定の可否を決定し、同項の申請をした者に通知するものと

する。 

（指定の更新） 

第１３条 指定事業者の指定は６年ごとにその更新を受けなければ、その期間の経過により、そ

の効力を失う。 

２ 法第１１５条の４５の６第１項の規定に基づき指定事業者の指定の更新を受けようとする者

は、施行規則第１４０条の６３の５第１項第１号から第３号まで及び第１２号から第１４号ま

でに掲げる事項を記載した申請書又は書類その他市長が必要と認める書類を市長に提出しなけ
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ればならない。 

３ 市長は、前項の規定による指定の更新の申請を受けたときは、法第１１５条の４５の６第４

項において準用する法第１１５条の４５の５第２項の規定に基づきその内容を審査し、指定の

更新の可否を決定し、同項の申請をした者に通知するものとする。 

（指定事業者の基準） 

第１４条 指定事業者は、市長が別に定める基準に従い事業を行わなければならない。 

（変更の届出等） 

第１５条 指定事業者の指定の申請事項（施行規則第１４０条の６３の５第１項第１号、第２号、

第４号（当該指定事業者の指定に係る事業に関するものに限る。）、第５号、第７号及び第８号

に掲げる事項）に変更があったとき、又は休止した指定第一号事業を再開したときは、別に市

長が定めるところにより、１０日以内に、その旨を届け出なければならない。 

２ 指定事業者は、指定第一号事業を廃止し、又は休止しようとするときは、別に市長が定める

ところにより、その廃止又は休止の日の１月前までに、その旨を市長に届け出なければならな

い。 

（事業者情報の提供） 

第１６条 市長は、第１２条、第１３条及び第１５条の規定による申請又は届出を受けたときは、

指定事業者に関する情報のうち、次に掲げる事項を都道府県、国民健康保険法（昭和３３年法

律第１９２号）第４５条第５項に規定する国民健康保険団体連合会その他の機関に対して提供

することができる。 

(1) 事業所の名称及び所在地並びにその管理者に関する情報 

(2) 当該事業者の名称及び主たる事務所の所在地及び電話番号並びにその代表者の氏名及び

職名 

(3) 指定（更新又は変更を含む。）、廃止、休止又は再開の年月日 

(4) 事業開始年月日 

(5) サービスの種類 

(6) 介護保険事業所番号 

(7) その他市長が必要と認める事項 

２ 市長は、前項の情報の提供に関する業務の全部又は一部を他の機関に委託することができる。 

（公示） 

第１７条 市長は、第１２条第３項の指定をしたとき、第１５条第２項に規定する事業の廃止の

届出があったとき、又は法第１１５条の４５の９の規定により第１２条第３項の指定を取り消

し又は指定の全部もしくは一部の効力を停止した場合には、次に掲げる事項を公示するものと

する。 

(1) 指定専門型訪問サービス事業者、指定介護予防型通所サービス事業者又は指定標準型訪問

サービス事業者の名称及び所在地 

(2) 当該指定に係る事業所の名称、所在地 

(3) 指定又は指定の取り消し、廃止の年月日 

(4) 指定の全部又は一部の効力を停止した場合にあっては、その内容及びその期間 

(5) サービスの種類 

（事業の委託） 

第１８条 市長は、第一号介護予防支援事業を法第１１５条の４７第４項の規定に適合する者に

委託することができる。 
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（文書の提出等）   

第１９条 市長は、第１号事業支給費の支給に関して必要があると認めるときは、当該第１号事

業支給費の支給を受ける者若しくは当該第１号事業支給費の支給に係る第１号事業を担当する

者又はこれらの者であった者に対し、文書その他の物件の提出若しくは提示を求め、若しくは

依頼し、又は当該職員に質問若しくは照会をさせることができる。 

（暴力団員等の排除） 

第２０条 第３条に掲げる事業を行う者及び当該事業を行う管理者は、暴力団員等であってはな

らない。 

２ 第３条に掲げる事業を行う者及び当該事業を行う管理者は、その運営について、暴力団対策

法第２条第２号に規定する暴力団及び暴力団員等の支配を受けてはならない。 

（尼崎市公共調達基本条例の遵守）

第２１条 総合事業の実施にあたり、指定事業者は、尼崎市公共調達基本条例（平成２８年尼崎

市条例第５４号）に定める責務を遵守するものとする。 

（その他） 

第２２条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

１ この要綱は、平成２９年４月１日から施行する。ただし、この要綱の施行について必要な準

備行為は、要綱の施行日前においても行うことができる。 

（指定事業者の指定に係る経過措置） 

２ 第１３条第１項の規定にかかわらず、本要綱施行日の前日において、法第８条第２項に規定

する指定訪問介護事業者（指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準（平

成１１年厚生省令第３７号）第５条第１項に規定する指定訪問介護事業者をいう。以下同じ。）

の指定及び旧介護保険法第８条の２第２項に規定する指定介護予防訪問介護事業者（改正前の

指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び運営並びに指定介護予防サービス等に係る介

護予防のための効果的な支援の方法に関する基準（平成１８年厚労令第３５号）第５条第１項

に規定する指定介護予防訪問介護事業者をいう。以下同じ。）の指定を併せて受け、指定訪問

介護の事業と旧指定介護予防訪問介護の事業とが同一の事業所において一体的に運営されてい

る事業者が、平成３０年３月３１日までに第１２条及び第１３条に定める第一号訪問事業の指

定の申請若しくは指定の更新の申請を行った場合、当該指定の有効期間は当該指定訪問介護事

業者の指定の有効期限終了日までとする。 

３ 第１３条第１項の規定にかかわらず、本要綱施行日の前日において、法第８条第７項に規定

する指定通所介護事業者（指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準（平

成１１年厚生省令第３７号）第９３条第 1項に規定する指定通所介護事業者をいう。以下同じ。）

の指定及び旧介護保険法第８条の２第７項に規定する指定介護予防通所介護事業者（改正前の

指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び運営並びに指定介護予防サービス等に係る介

護予防のための効果的な支援の方法に関する基準（平成１８年厚労令第３５号）第９７条第１

項に規定する指定通所介護事業者をいう。以下同じ。）の指定を併せて受け、指定通所介護の

事業と旧指定介護予防通所介護の事業とが同一の事業所において一体的に運営されている事業

者が、平成３０年３月３１日までに第１２条及び第１３条に定める第一号通所事業の指定の申

請若しくは指定の更新の申請における当該指定の有効期間を当該指定通所介護事業者指定の有

効期限終了日までとする。 

附 則 

この要綱は、平成３０年８月１日から施行する。 
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附 則 

この要綱は、平成３０年１０月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 

別表第１ 

サービス種類 １単位の単価 

訪問型サービス

専門型訪問サービス 

厚生労働大臣が定める１単位の単価（平成１２年

厚生省告示第２２号。以下「単位告示」という。）

の規定により１０円に尼崎市の地域区分におけ

る訪問介護の割合を乗じて得た額とする。 

標準型訪問サービス 

単位告示の規定により１０円に尼崎市の地域区

分における訪問介護の割合を乗じて得た額とす

る。 

通所型サービス
介護予防型通所サー

ビス 

単位告示の規定により１０円に尼崎市の地域区

分における通所介護の割合を乗じて得た額とす

る。 

介護予防ケアマネジメント 

単位告示の規定により１０円に尼崎市の地域区

分における介護予防支援の割合を乗じて得た額

とする。 


